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１ 

 

令和元年度有老協・サービス第三者評価結果（公益社団法人 全国有料老人ホーム協会） 

法人名 福）聖隷福祉事業団 ホーム名 宝塚エデンの園 ID ０１３０ 

 評価機関 特定非営利活動法人京都府認知症グループホーム協議会 評価日 ２０２０年１月２４日 

 

第１群 設置者の経営方針・内部統制 

 

１－１ 経営方針等の周知 自己評価 評価機関 

法人の経営方針及びホームの運営方針を、どのような形で成文化し周知していますか。 

Ａ 経営方針とホームの運営方針を、自主行動基準に含めて公表している。 

Ｂ 経営方針とホームの運営方針を文書化し、公表している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

１－２ 経営における社会的責任 自己評価 評価機関 

有料老人ホーム事業者に求められる倫理規範、関係法令等について、職員に周知していますか。 

Ａ 遵守すべき倫理規範、関係法令等を盛り込んだ自主行動基準を策定し、職員研修を行っている。 

B 遵守すべき倫理規範、関係法令等をテーマにした職員研修を行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

１－３ コンプライアンスへの組織的取り組み 自己評価 評価機関 

法人として自主行動基準の活用を図っていますか。 

Ａ 法人にコンプライアンス委員会を設置するなど、組織的に自主行動基準を運用している。 

Ｂ 自主行動基準を策定し、職員に周知している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

１－４ 法人事業計画の策定 自己評価 評価機関 

有料老人ホーム事業についての事業計画を策定していますか。 

Ａ 中期事業計画を策定し、必要な都度見直しを行っている。 

Ｂ １年ごとに事業計画を策定している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

１－５ ホーム事業計画の策定 自己評価 評価機関 

ホームの事業計画をどのように定めていますか。 

Ａ 食事・生活・介護等の業務部門ごとに、事業計画を定めている。 

Ｂ ホーム全体での事業計画を定めている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

１－６ 財務健全性の確保 自己評価 評価機関 

法人の財務状況について、健全性確保への取り組みを行っていますか。 

Ａ 財務の健全性確保に向けた具体的な取り組みを行っており、事業計画の目標を達成している。 

Ｂ 財務の健全性確保に向けて具体的な取り組みを行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 
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２ 

 

１－７ 適切な資金管理 自己評価 評価機関 

法人の保有資金について、透明性が確保された資金管理を行っていますか。 

Ａ 資金運用等のルールが定められており、運用等に当たっては役員会等の機関決定を行ない、結果が報告されるように

なっている。 

Ｂ 資金運用等のルールが定められている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

１－８ 経理業務の内部統制 自己評価 評価機関 

法人の経理業務について、内部統制を構築していますか。 

Ａ 経理業務に関する内部牽制を定めた規程等に基づいて、入出金担当者と会計事務担当者の役割分担、会計事務

担当者の上長による銀行印等の管理が行われており、それら経理事務の実行状況について照合や突合等の監査が行

われている。 

Ｂ 入出金担当者と会計事務担当者との役割分担があり、会計事務担当者の上長が銀行印等を管理するなど、適切な

経理管理の仕組みが構築されており、それらが経理規程等で明文化されている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

１－９ 事業会計の区分 自己評価 評価機関 

有料老人ホーム事業と介護保険事業、その他の事業について、会計区分を行っていますか。 

Ａ 按分基準を定めて会計区分を行い、入居者や家族の求めに応じ内容を閲覧に供している。 

Ｂ 按分基準を定めて会計区分を行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

１－１０ 入居者の権利擁護への取り組み 自己評価 評価機関 

入居者の権利擁護（プライバシー、サービスの選択権、虐待防止、苦情対応等）についてどのような取り組みを行っていま

すか。 

Ａ 入居者の権利擁護についての文書を職員、入居者、家族へ周知し、必要な職員研修を実施している。 

Ｂ 入居者の権利擁護について成文化し、職員、入居者、家族へ周知している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

１－１１ 個人情報保護への取り組み 自己評価 評価機関 

入居者等の個人情報保護について、どのように取り組んでいますか。 

Ａ 法令に基づく個人情報保護規程を定め、職員研修等を通じて周知徹底を図っている。 

Ｂ 法令に基づく個人情報保護規程を定めている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

１－１２ 事業関連情報の共有 自己評価 評価機関 

有料老人ホーム事業の関係法令や各種の情報について、社内共有を図っていますか。 

Ａ 必要な情報を一定の方法で職員に伝達し、その実効性を確認している。 

Ｂ 必要な情報を一定の方法で職員に伝達している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 
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３ 

 

第２群：職員の資質向上 

 

２－１ 職員の能力向上 自己評価 評価機関 

職員の能力向上に関して、どのような取り組みを行っていますか。 

Ａ 職員一人ひとりについての育成計画（キャリア・パス）を策定している。 

Ｂ 職階等ごとに人材育成計画を策定している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。。 
Ｂ Ａ 

 

２－２ 職員の人事評価 自己評価 評価機関 

職員への適切な人事評価を実施していますか。 

Ａ 人事評価基準に基づく評価を実施し、結果を本人に説明している。 

Ｂ 人事評価基準を策定して、評価を実施している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

２－３ 職員の定着率向上への取り組み 自己評価 評価機関 

職員の離職防止のために、どのような取り組みを行っていますか。 

Ａ 職員の待遇改善を図るためのルールを定め、さらに職場環境や業務の改善に取り組んでいる。 

Ｂ 職員の待遇改善を図るためのルールを定めている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

２－４ 施設長の能力向上 自己評価 評価機関 

施設長のスキルアップに取り組んでいますか。 

Ａ 施設長の業務マニュアルを作成して業務にあたり、外部研修の受講機会を確保してスキルの向上に取り組んでいる。 

Ｂ 施設長の業務マニュアルを作成して業務にあたっている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

２－５ 資格取得への支援 自己評価 評価機関 

職員に対して、ホームが必要とする業務関連資格の取得支援を行っていますか。 

Ａ 資格取得に対する便宜を図り、業務上必要な資格を有している職員には、必要に応じて給与待遇面で便宜を図って

いる。 

Ｂ 資格取得を奨励し、何らかの便宜を図っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

２－６ 職員の介護技術向上 自己評価 評価機関 

職員の介護技術向上に、どのように取り組んでいますか。 

Ａ．認知症への専門的な対応方法を含む業務マニュアルに基づき、職員研修を実施している。 

Ｂ．業務マニュアルに基づき、職員研修を実施している。 

Ｃ．上記の対応を行っていない。 
Ａ Ａ 

 

２－７ 夜間の職員配置 自己評価 評価機関 

夜間の職員体制をどのようにしていますか。 

Ａ 夜間の急病や緊急事態に備え、介護職員又は看護職員を配置している。 

Ｂ 夜間の緊急事態に備え、職員を配置している。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 
Ａ Ａ 
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４ 

 

 

２－８ 虐待防止・身体拘束廃止への組織的対応 自己評価 評価機関 

入居者へ虐待等を行わないために組織的な取り組みを行っていますか。 

Ａ 行動指針を整備し、委員会・職員研修を定期的に実施するとともに、事故や苦情等の発生事例内容を検証してい

る。 

Ｂ 行動指針を整備し、委員会・職員研修を定期的に実施している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

第３群：入居契約 

 

３－１ 広告表示の適正化 自己評価 評価機関 

景品表示法指定告示を遵守するために、どのような取り組みを行っていますか。 

Ａ 入居契約書等の表示方法について、広告表示基準を作成して取り組んでいる。 

Ｂ 入居契約書等（入居契約書、重要事項説明書、パンフレット等）の表示内容について、指定告示への適合性を確認

している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

３－２ 契約関係書類の開示 自己評価 評価機関 

 入居希望者に対し、必要な文書をどのように開示していますか。 

Ａ 求めがあれば、契約関係書類及び財務諸表の要旨を交付している。 

Ｂ 求めがあれば、契約関係書類を交付し、財務諸表の要旨については事務所に常置して閲覧に供している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

３－３ 利用料の改訂方法 自己評価 評価機関 

利用料改訂のルール（改訂の理由、根拠等）を、入居契約書又は管理規程に定めていますか。 

Ａ 改訂のルールを入居契約書又は管理規程に定め、改訂の際には事前に地方自治体へ相談しつつ、運営懇談会で説

明することとしている。 

Ｂ 改訂のルールを、入居契約書又は管理規程に定めている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない、または、一方的に改訂を行うことができる。 

Ａ Ａ 
 

３－４ 損害賠償 自己評価 評価機関 

入居者へのサービス提供に係る損害賠償（生命・身体・財産に係る賠償など）について、どのような取り

組みを行っていますか。 

Ａ 損害賠償に対応するため損害保険に加入し、入居契約書にホームの免責条項を規定していない。 

Ｂ 損害賠償に対応するため、損害保険に加入している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

３－５ 契約解除に係る入居者保護 自己評価 評価機関 

ホームからの入居契約解除要件について、入居契約書へどのように規定していますか。 

Ａ 入居者の権利を不当に狭めないよう留意した解除要件、及び解除予告期間や弁明機会の付与を規定している。 

Ｂ 解除予告期間や弁明機会の付与を含む解除要件を規定している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 
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５ 

 

 

３－６ 医療・介護サービスの選択支援 自己評価 評価機関 

入居者が医療機関や介護保険事業所を利用する上での支援を行っていますか。 

Ａ 入居者に対し近在する医療機関と介護保険居宅サービス事業所の情報を提供し、利用において何らかの支援を行っ

ている。 

Ｂ 入居者に対し、近在する医療機関と介護保険居宅サービス事業所の情報提供を行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

３－７ 短期解約時の前払金返還 自己評価 評価機関 

入居後、３月の期間内に入居者が死亡又は生前解約した場合、消費者保護の観点でどのように対応するよう入居契

約に規定していますか。 

Ａ 前払金の返還金計算期間について法令に従い入居契約書に規定し、契約締結時に予定した入居日が変更される

場合に備えて変更日の確認欄を設けている。 

Ｂ 前払金の返還金計算期間について、法令の定めに従い入居契約書に規定している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ｂ Ａ 
 

３－８ 契約終了後の原状回復 自己評価 評価機関 

入居契約の終了に伴う居室の原状回復方法について、どのように取り扱っていますか。 

Ａ 国土交通省の原状回復ガイドラインに従った原状回復方法を入居契約書に規定し、さらに詳細の取扱規程を作成

している。 

Ｂ 国土交通省の原状回復ガイドラインに従った原状回復方法を、入居契約書に規定している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ｂ Ｂ 
 

３－９ 苦情解決への取り組み 自己評価 評価機関 

入居者保護の観点で、苦情処理体制を整備していますか。 

Ａ 社内の苦情処理体制、社外の苦情処理機関、また苦情を申し出たことで差別的な取り扱いを行うことのない旨を入居

者や家族に周知している。 

Ｂ 社内の苦情処理体制、社外の苦情処理機関について、入居者や家族に周知している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

第４群 サービスの提供方針 

 

４－１ 業務マニュアルの策定・見直し 自己評価 評価機関 

必要な業務手順を文書で定め、見直しを行っていますか。 

Ａ 個別業務の実施方法について文書で定め、定期的、かつ必要な都度見直しを行っている。 

Ｂ 個別業務の実施方法について文書で定め、必要な都度見直しを行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

４－２ 入居者の ニーズ把握 自己評価 評価機関 

入居者のサービス等への希望や満足度を把握するための取り組みを行っていますか。 

Ａ 必要に応じて各種の調査を行い、結果については入居者等に開示している。 

Ｂ 必要に応じて各種の調査を行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 
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６ 

 

 

４－３ サービスの質向上への取り組み 自己評価 評価機関 

サービスの質向上に向けて、どのような取り組みを行っていますか。 

Ａ サービスの質向上に向けた検討組織を設置し、定期的に外部のサービス評価を受審している。 

Ｂ サービスの質向上に向けた検討組織を設置している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

４－４ 家族等との連携 自己評価 評価機関 

入居者の生活や心身状況について、家族等への報告や連絡を行うこととしていますか。 

Ａ 入居者と家族との交流の機会を確保した上で、入居者の状況について家族等へ定期的に報告し、緊急時の連絡体

制を敷いている。 

Ｂ 入居者の状況について家族等へ定期的に報告し、かつ緊急時の連絡体制を敷いている。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 

Ａ Ａ 
 

４－５ 運営懇談会の適切な運営 自己評価 評価機関 

ホーム運営の透明性確保の観点で、運営懇談会をどのように実施していますか。 

Ａ 規程に基づき収支内容の報告を含む定期的な開催結果を入居者や家族に報告し、開催においては必要に応じ第三

者が参画している。 

Ｂ 規程に基づき収支内容の報告を含め定期的に開催し、会議結果については入居者や家族に報告している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ｂ Ａ 
 

４－６ 金品授受の取扱い 自己評価 評価機関 

入居者や家族等からの金品の授受について、どのように職員のモラル向上に努めていますか。 

Ａ 入居者や家族等並びに取引業者からの金品等の授受について、マニュアル等で取扱いを定め、職員研修などでモラル

の向上に努めている。 

Ｂ 入居者や家族等並びに取引業者からの金品の授受について、職員研修等でモラルの保持に努めている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

４－７ 事故防止の取り組み 自己評価 評価機関 

ホーム内で想定される事故（食中毒、転倒・設備に起因する事故など）防止のために、具体的な取り組みを行っています

か。 

Ａ 事故発生防止の指針に基づく委員会の設置、職員研修を実施し、さらに事故事例を分析した改善策を作成してい

る。 

Ｂ 事故発生防止の指針を定め、委員会を設置し、職員研修を実施している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

４－８ 感染症予防の取り組み 自己評価 評価機関 

感染症予防の具体的な取り組みを行っていますか。 

Ａ 対策委員会を設置して感染症予防マニュアルに基づく職員研修等を実施し、必要に応じ医療機関と連携している。 

Ｂ 感染症予防マニュアルを策定し、研修等で職員に周知・啓発しつつ、必要に応じて医療機関と連携している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 
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７ 

 

 

４－９ 自然災害への対応 自己評価 評価機関 

自然災害（火災・風水害・地震等）への具体的な対策を講じていますか。 

Ａ 災害時に必要とされる物品を備蓄し、災害発生時の行動を盛り込んだ事業継続計画を整備している。 

Ｂ 災害時に必要とされる物品を備蓄している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ｂ Ｂ 

 

４－１０ 防災訓練の実施 自己評価 評価機関 

防災訓練を定期的に実施していますか。 

Ａ ホームの防災計画に基づき、夜間想定訓練を含む防災訓練を定期的に実施している。 

Ｂ ホームの防災計画に基づき、防災訓練を定期的に実施している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

４－１１ 緊急通報への対応 自己評価 評価機関 

緊急通報への対応をどのように行っていますか。 

Ａ 居室内の必要な箇所に緊急通報装置を設置し、発報した場合は必ず居室を訪問して状況を確認している。 

Ｂ 居室内の必要な箇所に、緊急通報装置を設置している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

４－１２ 入居者の安否確認 自己評価 評価機関 

入居者のニーズを踏まえた安否確認を実施していますか。 

Ａ 入居契約上で安否確認の実施について同意を取り付けたうえで、入居者の希望を踏まえた安否確認を実施している。 

Ｂ 入居者の希望を踏まえた安否確認を実施している。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 
Ａ Ａ 

 

第５群 生活支援・食事サービス 

 

５－１ 接遇上の配慮 自己評価 評価機関 

入居者に対する態度や言葉使いなど、適切な接遇への取り組みを行っていますか。 

Ａ 接遇に関するマニュアルに基づき、必要な職員研修を実施している。 

Ｂ 自尊心を傷つけたり幼児語を使用したりしないよう、接遇についてのマニュアルを作成している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

５－２ 入居者とのコミュニケーション強化 自己評価 評価機関 

入居者とのコミュニケーションに配慮していますか。 

Ａ 職員に対し、入居者とのコミュニケーション技術の向上を図るための職員研修を行い、必要な入居者には居室訪問など

コミュニケーションを図る取り組みを行っている。 

Ｂ 職員に対し、入居者への声かけや傾聴など、コミュニケーション技術の向上を図るための職員研修を行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ｂ Ａ 
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８ 

 

５－３ 健康管理の実施 自己評価 評価機関 

看護職員による、日常的な健康管理を行っていますか。 

Ａ 健康管理マニュアルに基づき、日常的に健康相談やバイタルチェックを行い、必要に応じて主治医との連携を図ってい

る。 

Ｂ 健康管理マニュアルに基づき、日常的に健康相談業務やバイタルチェック（血圧、体温、脈拍の測定）を行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない 

Ａ Ａ 
   

５－４ 生活相談業務 自己評価 評価機関 

入居者や家族等からの生活上の相談について、どのような対応を行っていますか。 

Ａ 生活相談員を定めて対応し、必要に応じて外部の専門家の紹介を行うなど、社会資源の活用を支援している。 

Ｂ 生活相談員を定めて対応している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

５－５ 小口現金の管理 自己評価 評価機関 

やむを得ず入居者の現金を管理する場合、どのような方法で行っていますか。 

Ａ 管理方法を定めて収支状況を入居者や家族へ報告するが、現金は居室で保管しないこととしている。 

Ｂ 管理方法を定め、収支状況を入居者や家族へ報告している。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 
Ａ Ａ 

 

５－６ 生活利便サービスの実施 自己評価 評価機関 

入居者の利便に供するための生活サービス（各種手続、代行等）を提供していますか。 

Ａ 生活支援サービスを管理規程に定めて実施し、運営懇談会等で入居者の要望を聴き、その結果を入居者や家族に開

示している。 

Ｂ 生活支援サービスを管理規程に定めて実施し、運営懇談会等で入居者の要望を聞いている。 

Ｃ 上記のような対応を行っていない。 

Ａ Ａ 
 

５－７  外部からの生活サービスの導入 自己評価 評価機関 

ホームが提供するサービスのほか、外部のサービスを取り入れていますか。 

Ａ 入居者のニーズを把握・調査した上で、外部サービスを導入している。 

Ｂ 外部サービスを導入している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

５－８ アクティビティの計画的な実施 自己評価 評価機関 

各種のアクティビティ（行事・レクリエーション）を、計画的に実施していますか。 

Ａ 年間計画を定めて実施し、実施結果の課題が次の計画に反映されるように取り組んでいる。 

Ｂ 入居者の要望を踏まえて、計画・実施している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

５－９ 個別栄養管理の実施 自己評価 評価機関 

栄養管理が必要な入居者に対し、どのような取り組みを行っていますか。 

Ａ 健康状態や咀嚼・嚥下能力に応じた食事を提供し、栄養士の個別栄養管理において医療機関の支援によるＰＥＭリ

スク等の管理も行っている。 

Ｂ 栄養士が個別栄養管理を行い、健康状態や咀嚼・嚥下能力に応じた食事を提供している。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 

Ａ Ａ 
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９ 

 

 

５－１０ 食事ニーズの把握 自己評価 評価機関 

入居者の嗜好や希望をサービスに反映するための取り組みを行っていますか。 

Ａ 日常的な残量チェックと必要に応じた各種の嗜好調査を行い、選択メニューを実施している。 

Ｂ 日常的な残量チェックと、必要に応じた各種の嗜好調査を実施している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

５－１１ 口腔ケアへの取り組み 自己評価 評価機関 

口腔ケアが必要な入居者に対し、どのような取り組みを行っていますか。 

Ａ 職員による口腔ケアを行うほか、協力歯科医によって入居者の口腔管理や口腔指導が行われている。 

Ｂ 食後や就寝前の歯磨き、義歯の管理などの口腔ケアを行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

第６群 ケアマネジメント 

 

６－１ 介護の提供方針 自己評価 評価機関 

介護サービスを提供する上で、入居者の自立支援の観点での取り組みを行っていますか。 

Ａ 介護サービス計画に自立支援を促す観点でのサービスを位置付け、ケース会議等においても検討を行っている。 

Ｂ 介護サービス計画に自立支援を促す観点での介護サービスを位置付けている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

６－２ ケアマネジメントの実施 自己評価 評価機関 

ケアマネジメントを適切に行っていますか。 

Ａ 入居者ごとにケアマネジメントを実施し、サービス提供結果を評価した上で適切に介護サービス計画の見直しを行ってい

る。 

Ｂ 入居者ごとにケアマネジメントを実施している 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

６－３ 個別アセスメントの実施 自己評価 評価機関 

介護サービス計画の作成に当たり、入居者のアセスメントを適切に行っていますか。 

Ａ 入居者の身体状況や生活状況を把握するために、手順を定めた上で個別アセスメントを行い、必要な課題を解決する

ための介護サービスとして介護サービス計画に明示している。 

Ｂ 入居者の身体状況や生活状況を把握するために、手順を定めて個別アセスメントを行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

６－４ 介護サービス計画の作成 自己評価 評価機関 

入居者の介護サービス計画における目標設定と評価は、どのようになっていますか。 

Ａ 介護サービス計画の短･中期目標について、サービス提供の結果を踏まえ、関係職員による組織的な検討を行った上

で、目標の見直しを行っている。 

Ｂ 介護サービス計画上で短・中期目標を設定し、サービス提供の結果を踏まえ、目標の見直しを行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
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１０ 

 

６－５ 介護サービス計画の見直し 自己評価 評価機関 

介護サービス計画の見直し時において、サービス提供結果を踏まえた取り組みを行っていますか。 

Ａ 介護サービス計画を見直す際、過去のサービス提供結果に基づく変更の必要性を含め、変更内容を入居者や家族に

説明している。 

Ｂ 介護サービス計画を見直す際、変更内容を入居者や家族に説明している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

６－６ ケース会議等の開催 自己評価 評価機関 

入居者にとって必要な場面でケース会議等を開催していますか。 

Ａ 要介護認定の変更・更新時のほか、入居者の必要性に応じて開催している。 

Ｂ 要介護認定の変更・更新時に開催している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

第７群 介護サービス 

 

７－１ 介助入浴環境の整備 自己評価 評価機関 

入居者の身体状況に応じた、入浴環境を整備していますか。 

Ａ 複数種類の介護浴槽のうち、入居者に合ったものを選択できる。 

Ｂ １種類の介護浴槽で対応している。 

Ｃ 入居者が利用できるのは、一般的な浴槽のみである。 
Ａ Ａ 

 

７－２ 入浴方法のニーズ対応 自己評価 評価機関 

入浴方法について、入居者の希望に対応していますか。 

Ａ 入居者の心身状態に応じて、入浴をシャワー浴や清拭などの代替手段にしたり、入浴日を変更したりするなどし、さらに

必要に応じて朝・夜など所定時間外の入浴も実施している。 

Ｂ 入居者の心身状態に応じて、入浴をシャワー浴や清拭など代替手段にしたり、入浴日を変更したりするなどしている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ｂ Ａ 
 

７－３ 入居者の尊厳の確保 自己評価 評価機関 

身体介護を行う場合、入居者の尊厳に配慮した取り組みを行っていますか。 

Ａ ドアやカーテン等で仕切り、他の入居者に見られないよう配慮し、また介護する職員の視線にも配慮している。 

Ｂ ドアやカーテン等で仕切り、他の入居者に見られないよう配慮した介護を行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

７－４ 入浴介助中の事故防止対策 自己評価 評価機関 

入浴中介助の事故防止への取り組みをどのように行っていますか。 

Ａ 事故防止への設備・備品上の工夫を行った上で、入浴介助中に介護職員が持ち場を離れないことを業務マニュアルに

定めている。 

Ｂ 事故防止への設備・備品上の工夫を行っている。 

Ｃ 上記のような取り組みは行っていない。 

Ａ Ａ 
 

 

 

 



有老協・サービス第三者評価プログラム Ver7.1 評価票 

 

１１ 

 

７－５ 適切な排泄介助の実施 自己評価 評価機関 

入居者の、排泄の自立に向けた取り組みを行っていますか。 

Ａ 自立に向けて入居者個別の排泄ケア計画を策定・実施している。 

Ｂ おむつを使用していても、トイレやポータブルトイレなどへ誘導している。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 
Ａ Ａ 

 

７－６ おむつ交換の実施 自己評価 評価機関 

おむつ交換について入居者個別の取り組みを行っていますか。 

Ａ 日中及び夜間のおむつ交換は、時間を問わず入居者ごとに随時行っている。 

Ｂ 日中は定時及び随時交換を行い、夜間帯は定時交換を行っている。 

Ｃ おむつ交換は日中か夜間かを問わず定時でのみ交換する。 
Ａ Ａ 

 

７－７ 排泄介助時の事故防止対策 自己評価 評価機関 

トイレ誘導による排泄介助中の事故防止への取り組みを、どのように行っていますか。 

Ａ トイレまでの動線を検討してトイレ誘導を実施し、排泄介助中に職員が持ち場を離れないことを業務マニュアルに定めて

いる。 

Ｂ トイレまでの動線を検討してトイレ誘導を実施している。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

７－８ 褥瘡予防 自己評価 評価機関 

褥瘡の予防や対応について、具体的な取り組みを行っていますか。 

Ａ 必要な業務方法をマニュアルに定め、体位交換やエアマットの使用など具体的な予防･対応に取り組むとともに、医療機

関との連携を図っている。 

Ｂ 必要な業務方法をマニュアルに定め、体位交換の実施やエアマットの使用など、具体的な予防･対応に取り組んでい

る。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

７－９ 福祉用具等の対応 自己評価 評価機関 

入居者が福祉用具等を必要とする場合、どのような対応を行っていますか。 

Ａ 車いすや杖、食事の自助具等の選定について相談に応じ、選定後は身体に適しているかどうかのモニタリングを行ってい

る。 

Ｂ 車いすや杖、食事の自助具等の選定について、相談に応じている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 

Ａ Ａ 
 

７－１０ 身体機能の維持向上への取り組み 自己評価 評価機関 

入居者の個別性を重視した機能訓練を実施していますか。 

Ａ 入居者ごとに機能訓練計画書を作成し、個別ケアを行っている。 

Ｂ 日常のアクティビティに、機能性の維持向上のためのメニューを取り入れている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 
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１２ 

 

７－１１ 入居者の看取りの支援 自己評価 評価機関 

入居者に対する看取りケアについて、事後評価を含めて取り組んでいますか。 

Ａ ホームの介護・看護職員と医師が連携して看取りケアを行い、事後に職員間で業務の振り返りを行っている。 

Ｂ ホームの介護・看護職員と医師が連携して看取りケアを行っている。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 
Ａ Ａ 

 

７－１２ 医療支援の取り組み 自己評価 評価機関 

入居者の医療受診環境の確保についてどのように取り組んでいますか。 

Ａ 医療機関との間で協力契約を締結し、夜間を含め必要に応じて入居者の受診支援を行っている。 

Ｂ 医療機関との間で協力契約を締結し、必要に応じて入居者の受診支援を行っている。 

Ｃ 上記の取り組みを行っていない。 
Ａ Ａ 

 

７－１３ 服薬支援 自己評価 評価機関 

入居者の服薬支援を、どのように行っていますか。 

Ａ 誤薬防止を含む業務手順をマニュアルに定め、看護職員による服薬支援を行っている。 

Ｂ 看護職員により、服薬支援を行っている。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 
Ａ Ａ 

 

７－１４ 多剤服用解消への取り組み 自己評価 評価機関 

入居者の多剤服用解消に向けて、どのように取り組んでいますか。 

Ａ 多剤服用の問題について職員研修等を実施し、必要な入居者については薬局や医療機関と減薬に向けた支援を実

施している。 

Ｂ 多剤服用の問題について、職員研修等で理解を深めている。 

Ｃ 上記の対応を行っていない。 

Ａ Ａ 
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１３ 

 

 

評価機関所見 

◆優れた取り組みと思われる点 

ｽｹｰﾙ No. 所        見 

２－３ 少子高齢社会の中で介護業界全体として必要な人材の確保が大きな共通課題となっている。そうした

中で、職員にとって働きやすい環境を整えると共に、遣り甲斐を持って職務に精励して貰う為の仕組

みの構築は極めて大事な要素となる。法人内では様々な研修の機会を設けると同時に、福利厚生上の

優遇措置も講じている。職員の資格取得に関する勤務上の配慮や費用負担はもとより、資格取得後の

給与面での手当も実施している。そして何よりも特筆すべきは、職員が病気等で医療機関に受診した

際、窓口で支払う本人負担の医療費が、後日法人に請求すれば、法人から補填される制度を構築して

いる点である。この制度を扶養家族に対しても適用しているとのことである。この制度は「貧しくて

結核を病み悲嘆にくれている青年を相協力して一個の病室を建て、青年を暖かく迎え入れたクリスチ

ャン青年の愛が、今日の聖隷福祉事業団設立の発端になったところから由来している」との説明を受

けた。法人設立以来９０年の経過を踏まえ、今なお設立当初の志が脈々と引き継がれている施策であ

る。基本理念として掲げている「隣人愛」、そして「いのちと尊厳のために」「利用される人々の為

に」、という法人が掲げる使命は、日常のケアサービス提供の場に於いても随所にいかされている事を

説明の中から感じとることが出来た。これらから職員の遣り甲斐や働き甲斐、更には仕事に対する誇

りに繋がっている様子が伺える。                                                          

２－６ 職員の介護技術の向上に対しては、採用時更には年間の研修計画の中で常に取り上げ、日々の入居者

への対応力向上に繋げている。職員が日常の業務の中で見つけた課題をテーマアップし、その課題の

改善に向けた研究に取組み、その研究成果を法人内で毎年開催の「聖隷福祉学会」で発表・報告する

機会を設けている。この「聖隷福祉学会」の取り組みは、法人内各部門全体が課題の解決に取り組

み、常に入居者本位のサービス提供に取り組む、という法人全体の風土を作り出している。ととも

に、各職員のモチベーション向上にも繋がっている様子が伺える。また、毎年人選をしながら海外研

修も実施している。海外の優れている状況を肌身で感じる事によって、法人全体として職員の更なる

介護技術向上への研鑽意欲に繋がっていることが伺える。 

２－８ 虐待防止、身体拘束廃止に関する指針及び業務マニュアルを整備し職員研修も実施している。しかし

課題は、日常のサービス提供の現場で、指針やマニュアルに沿った行動が実践されているかである。

そのことを確認する意味合いも込めて、事務職員がペアになって介護現場を月一回巡回し、身体拘束

現状調査を実施している。その内容は、身体的拘束等禁止対象となる具体的な行為、例えば①徘徊し

ないように、車いすや椅子、ベッドにひも等で体幹や四肢を縛っていないか。②立ち上がる能力のあ

る人の立ち上がりを防げるような椅子の使用がないか等々、１１項目に亘って調査し、その結果を調

査表に纏め報告している。近年、とかく介護現場であってはならない事象がニュース等で報道される

中、研修等で周知しているだけでなく、実際の行動が伴っているかを職員自らが確認する仕組みを構

築している。   

４－２ 様々な機会を捉え、また重層的に入居者や家族のニーズ把握に努めている。食事ニーズの把握は日常

的には食堂にアンケート用紙を設置すると共に、年一回嗜好調査を実施している。また二年に一回ケ

アサービスに関する調査を、更には三年に一回サービス全般に関する満足度調査を実施している。入

居者全員が自由に参加できる棟別懇談会を年一回、入居者の棟別代表者が参加して行う運営懇談会を

月一回実施している。そしてそれらの機会ごとに出された意見・要望等を運営懇談会で報告し、風通

しの良い運営を実践している。                                         

７－１１ 入居者のニーズに基づいて、ホームでの看取りを積極的に推進している。年間平均して、ホーム内介

護居室で約１０名、併設の診療所内で約１０名、そして外部の病院で約１０名の方がホームに在籍す

る中で最期を迎えられている。このことは家族にとって安心感に繋がる重要な要素である。そうした
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当たり前のように実践している看取りの背景には、併設する医療機関との木目細かな連携が大きな支

えとなっている。また、“看取り期の身体の変化を知ろう“と題したビデオを職員自らが出演者となっ

て作成し、日々変化する入居者の体調に対して、的確に対応を図るための教材として有効に活用して

いる。看取りに対する事前の入居者や家族の意向をしっかりと確認しながら、その対応に齟齬を来す

ことなく、看取りを関わる関係者が十分に納得のいく形で行っている。 

 

◆さらに取り組むことで、より質の向上が可能と考えられる点 

ｽｹｰﾙ No. 所        見 

４－９ 近年、様々な自然災害に見舞われる事態が多く発生している。災害発生時に迅速かつ適切に対応でき

るよう日頃から対応準備をしておくことは極めて大事なことである。その一環として、災害時に必要

とされている物品の備蓄を行っている。しかし、災害発生時の行動を盛り込んだ事業継続計画（ＢＣ

Ｐ） 

が策定されていなかった。その必要性について十分認識しながら現在鋭意資料集めを実施していると

の説明があった。が、何時発生するか予測不可能な状況の中、災害発生時において、優先して継続・

復旧すべき事項は何なのか、緊急時に提供できるサービスのレベル等々について予め入居者や家族と

協議しておくことは極めて重要な事項である。いざ、不測の事態が発生した場合、いち早く復旧にこ

ぎ着ける為の計画策定並びに事前の関係者への周知徹底が望まれる。                    

 

 


